別記第4号様式（第13条関係）
不　　動 　産 　取 　得 　税 　申 　告 　書
	整理番号
	


　　　　　　　県税事務所長　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

※共有の場合は、全員の住所及び氏名を記載するとともに、各人の持分を氏名の後に括弧書きで記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふ),氏) EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(り),名) EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(が),（)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(な),名称)）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生  年  月  日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電  話  番  号
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人番号又は法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


和歌山県税条例（以下「条例」という。）第42条の19の規定により、次のとおり申告します。
	区
分
	所在又は所在地　
	地番又は
家屋番号
	 取得原因
	  取得年月日
	 地目又は構造
	用 途 又
は 種 類
	地積又は
床 面 積
	登記年月日又
は新築年月日
	前所有者又は工事施工者の住
　所（所在地）及び氏名（名称）

	土
地

	
	
	売買　贈与
その他
（   　　   ）

	　   年 　月 　日

	宅地 　田 　山林
 その他
（　　　 　　　　）

	 住宅用土地
 その他

	地積

        　㎡

	登記年月日
　  年 　月 　日

	

	家
屋

	
	
	新築　増築
 売買　贈与
 その他
（　　 　 　）

	    年 　月 　日

	 木造　  鉄骨造
軽量鉄骨造
 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
 その他
（　　　　 　　　）
	専用住宅
 併用住宅
 共同住宅
 その他
（　　 　 　）
	床面積
   　     ㎡
住宅部分面積
　　　　  ㎡


	新築年月日
   年 　月 　日

	

	 上記住宅以外に同一敷地内に既存住宅（車庫、物置等を含む。）がある場合は記入すること。
	 既存住宅の床面積
	　　　　　　　　　㎡
	 既存住宅の建築年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	※下記の規定の適用を受けたい旨の申告をする場合は、該当する□欄にレ印を記入してください。

□ 条例第42条の15第1項（特例適用住宅の建築に係る特例控除）　　　 　□ 条例第42条の15第3項（耐震基準適合既存住宅の取得に係る特例控除）
□ 条例第42条の24第1項（新築特例適用住宅用土地に係る減額）　　　 　□ 条例第42条の24第2項（耐震基準適合既存住宅等用土地に係る減額）
□ 条例第42条の24第3項（耐震基準不適合既存住宅用土地に係る減額） 　□ 条例第42条の27の2第1項（耐震基準不適合既存住宅に係る減額）

	摘
要
	


備考
　　1　「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。
なお、個人番号を記載する場合は、左側を1文字空けて記載してください。
　　2　「取得原因」、「地目又は構造」及び「用途又は種類」の欄は、該当する箇所を○で囲んでください。また、「その他」の場合は、括弧内にその内容を記入してください。

　　3　住宅部分がある家屋は、住宅部分の面積を「地積又は床面積」の欄に記入してください。
